
新市庁舎整備事業（仮称） 

平成26年6月30日 
横 浜 市 

横浜市公共事業 
評 価 委 員 会 
説 明 資 料 



○築50年以上の経過による施設や設備の老朽化 
〇庁舎の分散化による市民サービスの低下、 
 業務の非効率化 
○危機管理機能強化の必要性 
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事業の目的 

市役所分散化の現状 

整備予定地：北仲通南地区（中区本町６丁目） 
 

○現庁舎の課題 ○新市庁舎の整備 

◆職員数（平成25年5月現在） 
    現 庁 舎  約1,600人 
    民間ビル等    約4,400人 
◆民間ビル賃借料：年間20億円以上 

（約20か所） 

《新市庁舎整備の基本理念》 
 

移転整備 
 

豊かな市民力
を活かす開か
れた市庁舎 

環境に最大限
配慮した低炭
素型の市庁舎 

危機管理の中心
的役割を果たす
市庁舎 

長期間有効に
使い続けられ
る市庁舎 

ホスピタリティ
あふれる市庁舎 
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事業の概要 
○建物配置・空間構成の考え方 
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○事業スケジュール 

○総事業費 

事業の概要 

○新市庁舎の規模 
新市庁舎に集約する機能： 
 関内地区の民間ビル等に分散している組織の執務室・会議室など（職員数：6,000人） 

平成26年度～ 設計要件の整理・発注資料の作成 
平成27年度 発注手続、設計 
平成29年度～ 工事 
平成32年１月 しゅん工 
     ６月 移転完了・供用開始 

設計・建設費等：約616億円（市債：約487億円、一般財源：約129億円） 

  
  

専用部 
行政部門 62,600㎡ 

延床面積 
146,800㎡ 

市会部門 9,000㎡ 
商業機能 4,000㎡ 

共 用 部 53,300㎡ 
駐 車 場 17,900㎡ 
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事業の必要性 

○災害への備え（危機管理機能の強化） 

○深刻な執務室不足（庁舎の分散化）の解消 

○施設や設備の老朽化の解消 

地震による民間ビル内 書庫転倒、書類散乱の状況 

庁舎分散化の状況 
（約20か所、年間20億円以上） 
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事業の必要性 

○整備予定地の代替性・適地性 
◆平成７年「市庁舎整備審議会答申」で建設候補地７箇所から３箇所を選定 
 →港町(現庁舎)地区、北仲通地区、みなとみらい21高島地区 
 
◆平成19年「新市庁舎整備構想素案」を受け平成20年に、新市庁舎整備に 
 かかわって様々に活用できる土地（＝種地）として「北仲通南地区」の土地  
 1.35haを取得（167.8億円） 
 →候補地は、港町(現庁舎)地区、北仲通南地区の２地区に 
 
◆平成25年３月 新市庁舎整備基本構想策定 
 横浜市会に「新市庁舎に関する調査特別委員会」が設置され、集中的な議論を  
 開始 
 →・現庁舎の課題である市役所機能（執務室）の分散化の解消 
  ・事業期間 
  ・収支シミュレーションの結果 
  などを総合的に考慮し、今後、北仲通南地区を整備予定地と位置づけ、 
  検討を進めることを結論づける。 
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事業の必要性 
○整備予定地における地震・津波・液状化の影響と対策 

《対策》◆震度７の地震発生を前提とした耐震対策 
    ◆電気・機械室の上層階への配置、地下等出入口への止水板・防潮板の設置 
    ◆２階以上の出入口と避難場所の確保（津波避難ビル） 
    ◆杭の打設による地盤沈下対策 
    ◆地下躯体建設に伴う掘削による液状化対策 
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事業の効果 

  ○危機管理機能の強化 

  ○庁舎の分散化の解消 

  ○的確な情報や市民サービスの提供 

  ○ホスピタリティあふれる市庁舎 



9 

環境への配慮 

目まぐるしい技術革新の動向をしっかり見極め、 
民間の事例なども参考にしながら、 
積極的に先進的な事例を取り入れることで、 
環境未来都市にふさわしい庁舎を実現できるよう検討 

○先進的な環境設備・機能導入による 
 エネルギーコストの削減と環境負荷の低減 

《新市庁舎整備の基本理念》 

○自然エネルギーや再生可能資源の有効活用 
 と緑化推進 



 

  

（年度） 

 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34～ 

新 市 庁 舎 整 備 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

関内駅周辺地区

の ま ち づ く り 

    

 

 

 

     

現市庁舎街区の利活用、 

再整備の実施 

  
 

発注 
手続 

●市民意見募集 

リーディングプロジェクトとしての文化体育館の再整備等の事業の実施 

 ・大通公園･くすのき広場など、既存の公共空間を活用した事業の実施 

 ・横浜文化体育館の再整備（Ｈ２６年度中に基本構想等を策定） 

 

・研究会等の    ・「場」を核とした人材・企業・組織の集積とネットワークの形成 

「場」づくり  

規制緩和や民間資金の導入など、新たな仕組み・制度の整備 

 

 
 

 

  

先行 
作業 

 
（施工準備等） 

工事 

移転 

基本計画 
策定 

設計要件の整理 

発注資料作成 

設計 

○２月市会 

北仲通地区歩行者動線等の検討･設計･整備 
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地域の状況等 
○関内・関外地区のまちづくり 
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リーディングプロジェクト
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実施
　・大通公園･くすのき広場など、既存の公共空間を活用した事業の実施
　・横浜文化体育館の再整備（Ｈ２６年度中に基本構想等を策定）
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の実施
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事業手法 

直営（公共発注）手法 
 
 
○耐震性の確保 
○先進的な環境設備・機能等の導入 
○工事期間の短縮 
○建設コストやライフサイクルコストの縮減 
○市内企業の参入機会に配慮し地域経済の活性化 
 
を図る視点を総合的に考慮して、設計・施工一括発注方式を採用 
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その他（事業費・収支シミュレーション） 

 《参考》新市庁舎を整備した場合としない場合の 
              費用負担累計額の比較 
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■公共事業評価制度に基づく市民意見募集［４月１日～５月12日］ 
 
（１）意見提出者数 ：388名 
 
（２）パンフレット配布状況 
   各区広報相談係など本市関係施設等 約330箇所／10,000部 
 
（３）主な周知方法 
   記者発表、市ホームページ、広報よこはま４月号、ツイッターなど 
 
（４）寄せられた主な意見 
  ・新しい横浜のシンボルとして市民が誇れる市庁舎を望む 
  ・市庁舎機能が集約されれば利便性が向上し望ましい 
  ・新市庁舎整備を契機に関内・関外地区の活性化が進む事を期待 
  ・現庁舎は50億円かけて耐震補強工事を行っているので新市庁舎は不要 
  ・建設費等の高騰が懸念される中でオリンピックまでに建てる必要はない 
  ・人口減少時代を迎えるのでコンパクトな市役所で良い 

【 参 考 】 
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